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１ 序

良く知られているように, Malthus は人口が幾何級数的に増加するのに対して, 食糧生産

は等差級数的にしか増加しないため, 長期的に飢餓は不可避であると予測していた。その予

測が正しいかのように, 1960年代の熱帯アジア (東南アジアと南アジア) では, 人口成長率

が食糧生産の増加率をはるかに上回り, 将来的に大規模な飢餓が不可避であると考えられて

いた (Meadows et al. 1972)。しかしその後, 飢餓は実際には起こっていないから Malthus

の予言は正しくなかった。しかし歴史を繙くと, 食糧が不足し Malthus の予言がほぼ妥当

しそうな局面が見られた (Otsuka 2013)。Malthus が間違っていたのは, 食糧不足という危
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1960年代の熱帯アジアでは, 人口が爆発的に成長している一方で, 耕地拡大の余

地は限られ, 土地あたりの収量は停滞し, 食糧生産の伸びは鈍く, 深刻な食糧不足

が不可避であると考えられていた。それを救ったのが, 高収量品種の開発と普及に

よる ｢緑の革命｣ であった。それは, 温帯に位置する日本で明治期に確立された集

約的稲作農業の熱帯アジアへの技術移転の成果に他ならなかった。1960年代中期に

始まった緑の革命のおかげで, 1990年頃までにアジアのコメの収量は倍増し, その

生産量は 3倍にまで増大した。その結果, 食糧生産の伸びは人口の伸びをはるかに

凌駕し, 食糧危機の恐れは消え去ったのである。しかし1990年代以降, アフリカは

1960年代のアジアと同じような状況にある。そのため, どのようにしたらアフリカ

で緑の革命を起こせるかが, 重要な問題になっている。そこで本稿では, 長期的歴

史的視点をふまえて, アフリカの緑の革命の可能性とそれを実現する方策を探る。
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機的な状況が迫ると, 増産技術の開発が誘発され, それによって食糧生産の伸びが人口成長

率を上回るようになる可能性を過少評価していたことである (Hayami and Ruttan 1985)。

実際問題, 熱帯アジアではコメや小麦の高収量品種の開発と普及を骨子とする緑の革命が

1960年代中期に始まり, 1970年代から80年代にかけて穀物の大増産が実現され, 人口の増加

にもかかわらず, 食糧問題は解決に至ったのである (David and Otsuka 1994)。しかしなが

ら, サハラ砂漠以南のアフリカ (SSA) では, 1960年代のアジア的状況にあるにもかかわら

ず, 緑の革命が起こっていない (Otsuka and Larson 2013, 2016)。このままでは, SSAにお

いて食糧危機が起こっても不思議ではない。しかも農業は SSAの基幹産業であるから, 農

業が不振であるということは経済全体の不振につながる。

本論で最初に問題にしたいのは, 熱帯アジアにおいてどのようにして水稲の緑の革命が起

こったかという点である。そのために, 緑の革命の原型であるといわれる明治期の日本の稲

作農業の集約化, 戦前期の日本から台湾や韓国への稲作技術の移転, そして熱帯アジアの緑

の革命の展開を振り返ることにする。Hayami and Godo (2005) は, アジアの緑の革命の本

質は, 肥料感応的な高収量品種, 肥料の増投, そして集約的な栽培技術によって特徴付けら

れる明治期の日本の稲作農法の熱帯地域への移転であると主張している。農業経済学者であ

る Dalrymple (1986), Hsieh and Ruttan (1967), および農学者である田中 (2012), 田中・

今井 (2006) も同様の主張を展開している。本稿では, こうした主張の妥当性を検討するこ

とにしたい。

熱帯アジアの在来品種は一般に背が高く, 肥料を大量に投入すると倒伏してしまうが, 緑

の革命で採用された高収量品種は半矮性と呼ばれて背が低く, 茎が太く, 肥料に対する感応

性が高い。明治期に採用された日本の稲の品種が半矮性であったかどうかは必ずしも定かで

はないが, Dalrymple (1986) は半矮性の品種があったと断言している。こうした品種は両

対戦間に台湾に移転され, やがて半矮性の台湾の品種が, フィリピンにある国際稲研究所

(IRRI) が1966年に最初に開発した奇跡の品種である, IR 8の交配につながっていくのであ

る。ただしこの台湾の品種が, 日本人が開発した品種であったかどうかは不明である。

温帯に位置する日本の稲作技術を気候風土が大きく異なる熱帯アジアに移転することの難

しさは, 想像に難くない。IR 8の片親はインドネシアの品種であり, 熱帯の風土に合う遺

伝子を IR 8に付与した。他方, 台湾の品種は IR 8に高収量性という形質を植えつけたので

ある。ここでわく疑問は, 半世紀も以前に熱帯アジアは緑の革命を開始したのに, なぜ SSA

がいまだに緑の革命を実現できていないかという点である。しかも熱帯アジアも SSAの熱

帯に位置しており, 気候風土が大きく異なるわけではない。アフリカでも, IRRIが開発し

た品種が高収量性を発揮している事例は数多くある。例えば, ケニアのムウェア灌漑地区で

は, IRRI系統の品種は 1 ヘクタール当たり 8 トンという驚異的な高収量を記録している。
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現在の熱帯アジアの平均収量が 4トンを上回る程度であるから, 8 トンという数値がいかに

高いかが, 理解できるであろう。しかしそれは例外的なケースであり, アフリカの稲作の平

均収量は 2 トンをやや超えた程度である。
2)
これまでなぜ SSAは, 緑の革命に失敗してきた

のか, それを究明することが, 本稿の主題である。

以下第 2節では, 戦前期の日本の稲作と日本から台湾と韓国への稲作技術の移転について

概観し, 第 3 節ではアジアの緑の革命について議論し, 第 4 節で SSAにおける稲作の緑の

革命の可能性について考察する。最後の第 5節では, まとめと今後の展望を行う。

２ 戦前期日本の稲作農業の展開

明治期 (1868�1912年) の日本では, 耕地拡大の余地はほとんどなく, Malthus が予想し

ていたように, 人口増加に対応して食糧生産の増加を図ることが大きな課題であった。土地

が希少であったことを反映して, 平均農家規模は約 1ヘクタールという零細ぶりであった。

しかし, 図 1に示したように1880年から1915年にかけては, コメを主体とする穀物生産の伸

びは, 作付面積がほとんど増えなかったにもかかわらず, 面積当たりの収量増加によって人

口の伸びを大きく上回ったのである。ところが1915年をすぎた時点で, 収量の伸びは止まり,

それに呼応して穀物生産の伸びも止まってしまった。その結果, 人口一人当たりの穀物生産

量は減少に転じ, 食糧不足が深刻化してきた。米価が高騰し, 1918年には米騒動が起こった。

暴徒化した一般大衆が, 米穀商を襲うという事態が発生したのである。これは Malthus 的
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図１ 戦前期の日本における穀物生産量, 作付面積, 人口, 土地当たり収量の
変化 (指数：1880＝100)
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危機と呼んでもいい状況である。しかもその危機に対応して, 穀物の収量が増大することは

なかった。穀物, 特にコメは ｢賃金財｣ であり, 労働者の賃金の相当な部分がその購入に当

てられていたから, 労働者の実質賃金は下落し, 社会不安と経済的混乱を招くことになった

のである。

図 2に示したように,
3)
1915年以前に穀物の生産や収量が増大した大きな理由は, コメの単

収が増大したことにある。Hayami and Godo (2005, p. 99) によれば, ｢明治期の日本では,

いわゆる老農と呼ばれる先進的な農民の試行錯誤によって, 現在の近代品種と類似したコメ

の品種が選抜された｡｣
4)
近代品種は半矮性で背が低いばかりでなく, 茎が太く, 施肥の収量

効果が高い。明治期の日本の水稲品種がどこまで半矮性であったかは, 明らかではないが,

Dalrymple (1986) は, 明治期の最も代表的な水稲品種の一つである神力は半矮性であった

と指摘している。いずれにせよ, 当時の改良品種が, 近代品種と同じように肥料の増投に対

して倒伏することなく, 高収量を発揮したことは疑いない。そうした高収量品種は西日本で

普及し, 1895年から1990年にかけて収量の増加をもたらした。それがやがて老農の手によっ

て, 東日本の風土に合うように改良され, 5 年から10年の遅れを伴ってこの地域の収量を増

大させることになった。しかしながら, こうした老農品種が全ての地域に普及した段階で,

収量の停滞と生産量の頭打ちが起こったのである。1930年代になると, 再び収量が増大して
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図２ 戦前期日本, 台湾, 朝鮮と戦後のフィリピンにおけるコメの
ヘクタール当たりの収量の変化, ５カ年移動平均
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いるが, これは明治期に確立した科学的な農業試験研究の成果が, ラグを伴って発揮された

からである。

米価の高騰と輸入米の増加による外貨の損失を憂慮した明治政府は, 当時植民地であった

朝鮮と台湾でコメを増産し, それを輸入するという政策に舵をきった。そのために, 日本政

府は朝鮮と台湾において灌漑投資を積極的に行い, コメの試験研究と普及の体制を整えたの

である。また, 日本の優良品種を朝鮮や台湾で栽培するとともに, 台湾では熱帯向けの品種

であるインディカ種と日本稲の交配を行い,
5)
蓬莱米と呼ばれる肥料感応的な高収量品種の開

発に成功した (Hayami and Ruttan 1985, pp. 280�92)。田中・今井 (2006) は, 台湾での稲

作生産の拡大は, 品種と肥料と灌漑をベースとする日本の稲作農法の移転によって可能になっ

たと述べている。Hayami and Ruttan (1985, p. 27) は, ｢1920年代に開発された蓬莱米の経

済的意義は, 現在の熱帯アジアで普及している近代品種とその本質において変わるものでは

ない｣ と指摘している。同様に, Hsieh and Ruttan (1967) は, 肥料感応性という点でも,

潜在的収量の高さから見ても, 1920年代中期に開発された蓬莱米は, 1960年代に熱帯アジア

で開発された近代品種に極めて類似していると述べている。

図 2に示したように, 台湾のコメの収量は1910年代に徐々に増加し始め, 1920年代に劇的

に増加した。1924年に開発された対中65号が最初の蓬莱米であり, 台湾のコメの収量の増加

傾向は蓬莱米の開発と軌を一にしていたことがうかがわれる (田中 2012)。コメの増産政策

は朝鮮では, なかなか大きな成果をあげることができなかったが, これは灌漑比率が低かっ

たことに起因すると言われている。とは言え朝鮮でも, 1930年代になるとコメの収量が目に

見えて増加するようになった。

かくして灌漑投資, 適応的農業試験研究, 普及体制の整備を伴いながら, 日本の明治農法

の台湾や朝鮮への移転は大きな成功を収めたのである。台湾や朝鮮で増産されたコメは, 日

本に輸出され日本の経済社会の安定化に貢献したのである。

３ 熱帯アジアの緑の革命

当時ショッキングな報告として大きな話題となったローマクラブの 『成長の限界』

(Meadows et al. 1972) の議論を待つまでもなく, アジア農業に携わった多くの人々は, 将

来の熱帯アジアの食糧需給に完全に危機感を抱いていた。人口は 3％近いスピードで爆発的

に増加しており, 他方で耕地面積の拡大の余地はなく, 収量も停滞していたのであるから,

そう考えるのは当然であった (Barker and Herdt 1985)。図 3 に示したように, 1960年代の

熱帯アジアにおいては, 人口の増加と穀物生産の増加のスピードはほぼ拮抗していた。しか

しながら穀物生産は不安定に推移しており, Malthus 的な食糧不足が, たとえ短期的にせよ

起こってもおかしくない危険な状況にあった。事実, 1965�66年に穀物生産が減少している
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のは, インドの西部 (特に西ベンガル州) で旱魃があったからであり, それは将来の食糧不

足を予感させるものであった。

ところが, 1960年代中期から穀物生産が増加し始め, 1970年以降順調に増加を続け, 人口

増加のトレンドを大きく上回るようになった。この増加は, 耕地面積の増加を伴うものでは

なく, もっぱら土地あたりの収量の増加によるものであった。つまり, これこそが緑の革命

の成果であった。緑の革命は主にコメと小麦で起こったが, 多くのアジアの国々の主食であ

るコメがはるかに重要であったことは言を俟たない。

図 4 によれば, 東南アジアのコメのヘクタールあたりの収量は, IRRIが IR 8を開発した

1966年ごろから増加している。しかしながら, 1970年代前半はほとんど収量が増加していな

い。これは, 初期の近代品種に病虫害抵抗性が弱かったことに大きな原因がある。
6)
1976年に

は, 病虫害抵抗性の強い最初の近代品種 IR36が開発され, その後の増収につながっていっ

た (David and Otsuka 1994)。東南アジアのコメの収量は北東アジア (台湾, 韓国, 日本)

の水準には到達できていないものの, 1960年代初頭の 2トン以下の水準から, 4 トンを越え

る水準にまで到達したことは, 大きく評価されてしかるべきであろう。

IRRIは, ロックフェラー財団とフォード財団の支援のもとに1960年に設立された国際農

業試験機関である。当時は, 日本が稲の研究において世界の最先端にいたため, 日本人研究

者の IRRIでの貢献は絶大なものがあった。日本ではあまり知られていないが, 日本人研究
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図３ 熱帯アジアにおける穀物生産量, 収穫面積, 人口, 土地当たり収量の変化
（指数：1961＝100)
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者は IR 8の開発に大きく貢献したのである。また, 緑の革命のエッセンスは, 高収量品種

の開発と普及であり, それは明治期の日本の稲作が目指した開発方向と完全に一致している。

Hayami and Godo (2005, p. 97) は, ｢IR 8は日本の高収量品種をモデルとして開発されたも

のである｣, と結論付けている。

フィリピンにある IRRIの研究成果は, フィリピンだけに恩恵を与えたのではない。イン

ドネシアでは, IR系統の品種がそのまま採用可能であったし, 台風のない良好な気候の下

で, フィリピン以上に高い収量を記録した。そればかりではない。IR系統の品種は品種改

良のための資源として多くの国々で利用されることになるのである。つまり IRRIは, 国際

的公共財を開発しているのであり, 現在は多くの国々や国際機関がその活動を支援している。

IRRIの研究開発の成果は, 5 年から10年のラグを伴って, 南アジアでも効果を発揮した。

IR系統の品種がインドやバングラデッシュでそのまま栽培されることもあったが, 地元の

品種との交配でさらに異なる風土や環境に適した品種が開発されたことが大きい ( Janaiah

et al. 2005)。その結果, 1980年以降の南アジアの収量は, 東南アジアのそれとほぼ同じ歩調

で増大することになった。なお, 前者の収量水準は後者より低いが, それは灌漑比率が南ア

ジアで低いことに大きな原因がある。いずれにせよ, 改良品種がスムーズに東南アジアから

南アジアに移転されたことは, 近代的な稲作技術の ｢国際的移転可能性｣ の高さを示唆する

ものである。かくして熱帯アジア全体の稲作技術が向上し, コメの持続的な生産の増大につ

稲作農業の発展：日本からアジアへ, さらにアフリカへ 7

図４ 北東アジア, 東南アジア, 南アジアにおける水稲の収量の推移
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ながったのである。

それでは, 緑の革命による熱帯アジアでのコメの増産は, 稲作農民の生活水準の向上につ

ながったのであろうか。答えは否である。もし, 非常に限られた地域で増産が起こったので

あれば, 米価の値崩れはほとんどないであろうから, 新技術を採用した農家の所得は向上す

るはずである。しかしながら, 多くの国々の多くの地域で農民が一斉に増産した場合には値

崩れが起こる。特にコメのような必需品の場合には, 需要の価格弾力性が小さいために, 値

崩れが激しいのである。つまり, ｢豊作貧乏｣ と同じことが起こってしまう。図 5の上の図

で示したように, 緑の革命の期間, 実質米価は大幅に下落した。
7)
1974年の異常な米価の高騰

を除けば,
8)
1970年から2000年にかけて実質米価はほぼ 1/3 にまで下落した。生産費が 1/3

まで下がることはありえないから, ｢平均的な｣ 農家は損失を被ったはずである。しかも,

近代品種が増収効果を発揮しない旱魃地帯や深水地帯の農家は, 米価が下落しただけで生産

性は向上しなかったから, 所得の大幅な減少を余儀なくされた (David and Otsuka 1994)。
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図５ コメとトウモロコシの世界全体の生産量と実質価格の推移
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またアジアの緑の革命の成功のために米価が下落したことは, アフリカの稲作農家の生産意

欲を減退させ, 緑の革命の実現を困難にしたという側面もあるであろう。トウモロコシにつ

いても同様であり, 図 5の下の図に示したように, 1970年代中ごろから2005年くらいにかけ

て実質価格が下落した。これは, トウモロコシの生産性が上昇したばかりでなく, 消費財と

して代替性の高いコメやその他の穀物の価格が下落したことが関係したであろう。かくして,

緑の革命の第 1ラウンドにおける, 農家の所得への効果はマイナスであったと考えられる。

緑の革命の恩恵に浴したのは, 消費者である。特に穀物への消費支出の割合の高い都市の

労働者の実質賃金は上昇したはずである。
9)
こうした状況を受けて, ｢一般均衡｣ 的効果が働

き, 経済全体が潤ったはずである。これは, 緑の革命が生産可能性曲線を右上にシフトさせ

たことを考えれば, 自明である。この第 2ラウンドの効果によって, 非農業部門が発展し,

農家のメンバーが新たな職を得たり, 農産物需要が増大したりして, 農家にも恩恵が及んだ

はずである (Otsuka et al. 2009 ; Estudillo and Otsuka 2016)。いずれにせよ, 緑の革命が起

こらず, 食糧不足が深刻化し, 米価が高騰し, 飢餓が発生するような状況と比べれば, 熱帯

アジアの経済は潤い, 社会も安定化したと想定される。

４ SSAにおける緑の革命の可能性

Boserup (1965) は, 希少な農地への人口圧力は, 農民の自発的努力によって土地節約的

かつ労働集約的な栽培法の採用を促し, それが土地当たりの収量を増大させるから, 人口増

加は食糧不足をもたらさないと主張した。しかしこの議論は, 歴史的事実と必ずしも整合的

ではない。すでに検討したように, 戦前期の日本では人口圧力は高まったが, 稲作の収量は

増大しなかった。また, 熱帯アジアで収量が増大したのは, 緑の革命という収量増大的な技

術の進歩があったからであり, 単に農民が既存の技術を採用したからではない。そこで

Hayami and Ruttan (1985) は, 人口圧力は労働使用的・土地節約的技術進歩を誘発すると

いう誘発的技術進歩論を展開した。さらに彼らは, 人口圧力は技術進歩をサポートするよう

な制度的革新, 例えば国際農業試験機関の設立や技術普及制度の整備をも誘発すると主張し

た。明らかに熱帯アジアの経験は, Boserup よりも Hayami and Ruttan の議論が妥当するこ

とを示している。

SSAでは, 一部の国は人口に比べて広大な国土を有しているが, 図 6 に示したように,

平均的には, 農地面積と農村人口の比率は急激に減少しつつある。その結果, 現在の SSA

の平均的な農地・人口比率は, 緑の革命前夜の1960年代前半の熱帯アジアの状況にかなり近

い。SSAの雨量は全般的に熱帯アジアのそれより少ないから, その差を考えれば SSAの実

質的な農地・人口比率は, 半世紀前のアジアとほぼ等しいと言えるであろう。にもかかわら

ず, 後に検討するように, SSAの穀物収量の増加は芳しくない。したがって, Boserup の議
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論は成立しないように思われる。またもし Hayami and Ruttan の議論が正しいとすれば, 緑

の革命の萌芽が観察されてしかるべきである。

図 7 には, SSAにおける人口, 穀物生産量,
10）
収穫面積, 穀物の収量の推移を示した。こ

の図から明らかなように, 1961年から2000年ごろまでは, 人口増加のスピードが穀物生産量

のそれを上回っていた。これは, アジアの1960年代の状況よりも厳しい Malthus 的状況で

あると言っても過言ではない (図 3 を参照)。2000年ごろにおいては, SSAの穀物の需給バ

ランスが崩れ, 深刻な食糧不足を予感させる状況であった。しかしここで注目すべきは, そ

の後の展開である。つまり, その後は穀物生産の伸びが人口成長を上回るようになったので

ある。それだけではない。穀物生産の増大は, 農地面積の増大にもっぱら依存したのではな

く, 収量の増大によって実現されている。

そうした収量の増大は, Boserup (1965) や Hayami and Ruttan (1985) の議論と整合性が

あるように思われる。問題はこの収量の増大化傾向が, 本格的な緑の革命の始まりを意味し

ているかである。日本の戦前の経験や戦後の熱帯アジアの経験からして, 収量を増大するに

は, 技術進歩によって集約的な農業を実現する必要がある。そこで, SSAと気候風土が比

較的類似しているインドの収量を穀物別に比較検討しようと思う。インドは, コメや小麦の

緑の革命に成功した代表的なアジアの国である。
11）

穀物別の収量比較の前に, 図 8を用いて代表的な穀物の収穫面積を比較しておこう。まず

明らかなことは, 面積的にトウモロコシが圧倒的に重要であるということである。しかもそ

の収穫面積は増え続けている。キビ (millet) やモロコシ (sorghum) はトウモロコシには

国民経済雑誌 第219巻第 1号10

図６ 熱帯アジアとサブサハラアフリカ (SSA) の農村人口一人当たりの耕作面積

出所：FAOSTAT (2016)
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劣るものの, 相当に重要性が高い。ただしこれらは, トウモロコシに代替され, 最近になっ

て収穫面積が急減している。キビやモロコシは収量が低迷しており, 今後とも収穫面積は減

稲作農業の発展：日本からアジアへ, さらにアフリカへ 11

図７ SSAにおける穀物生産量, 収穫面積, 人口, 土地当たり収量の変化
（指数：1961＝100)

出所：FAOSTAT (2016)
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少する公算が高い (Otsuka and Muraoka 2017)。
12）
コメの収穫面積は, 上述の 3種類の穀物よ

り少ないが, 着実に増加を続けている。これは, 最後の未利用地である湿地帯が水田に転換

されているためであろう。
13）
小麦の収穫面積はコメよりはるかに小さく, 低迷している。小麦

は温帯向けの作物であるために, 南アフリカや東アフリカの高地でのみ栽培が可能であり,

収穫面積の拡大の余地は小さい。小麦の収量は熱帯アジアのそれに相当するが, SSAでの

小麦の増産の可能性は低いであろう。そこで以下では, より有望と思われるトウモロコシと

コメの収量の増大の可能性について, 検討することにしよう。

図 9 には, インドと SSAの平均収量に加えて, SSAの上位10カ国と下位10カ国の平均収

量の推移を示した。
14）
上位10カ国の収量を示したのは, SSAの稲作先進地域で高い収量を記

録しているかどうかを検討するためである。もしそれが高いとすれば, SSAの稲作の潜在

的収量の高さを示唆することになろう。興味深いことに, 緑の革命が本格化する以前の1960

年代においては, SSAとインドの収量格差はわずかなものであった。このことは, 自然的

な気候風土の面で, SSAがインドに大きく劣ることはないことを示唆している。Nakano and

Otsuka (2011) によれば, ウガンダのドホ灌漑地区では, 20年以上も無肥料で 2期作を行っ

てきたにもかかわらず, 土壌が大きく傷むこともなく, ヘクタール当たり 3トンという収量

を記録している。また Nakano et al. (2018a) によれば, 天水田地域にもかかわらず, タン

ザニアのキロンベロ地域では集約的な栽培方法が採用されると, 5 トンという高収量を実現

している。天水田地域で, このような高収量が実現されたということは, 生産環境がコメの
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図９ コメの収量の SSAの平均, トップ10カ国, 下位10カ国, とインドとの比較

出所：FAOSTAT (2015)

下位10カ国

南アジアを除く SSA 上位10カ国

インド

3
2

1
0

4

収
量
（
ト
ン
／

h
a）

1960 1970 1980 1990 2000 2010
Year



稲作に適している証であろう。また, 本特集号で中野が報告しているタンザニアの灌漑水田

では, 4 ～ 5 トンの収量が記録されている。さらに deGraft-Johnson et al. (2014) は, ガー

ナの天水田地帯では伝統的な栽培方法では1.5トン程度の収量であるが, 近代品種や進んだ

栽培技術を採用すると, 2.5トン程度まで収量が増大することを示している。2.5トンという

収量は, 1980年代後半のアジアの天水田地域の収量に匹敵している (David and Otsuka 1994)。

こうしたデータは, ウガンダやタンザニアではコメの生産環境がきわめて良好であり, ガー

ナでも相当な収量が実現可能なことを示している。こうした事例研究の成果をどこまで一般

化できるかは疑問であるが, Balasubramanian et al. (2007) の農学的な視点からの SSAの稲

作の展望論文も, SSAの潜在的収量はきわめて高いと結論している。筆者が 7 カ国の SSA

の稲作地帯を訪問した経験から言えば, SSAの天水田は谷状の窪地に位置することが多く,

湿地的で土地が肥沃で, とりわけ水稲栽培に適しているように思われる。

次に指摘したいことは, インドの収量がフィリピンで1966年に IR 8が開発されたその直

後から増大を開始していることである。これは, 近代品種の東南アジアから南アジアへの移

転可能性の高さを示している。またインドを含むアジアでは, 近代品種の開発が灌漑投資の

収益率を高め, 灌漑面積を増加させたことが (Hayami and Kikuchi 1978), 技術の移転可能

性を高めた面がある。著者自身の経験によれば, SSAでは IRRIが開発した品種や, IRRI系

統の品種と掛け合わせた品種が栽培されているケースが, 多々見られる。これも, 水稲の近

代品種の高い地域間移転性を示すものであろう。

もう一つ興味深い点は, SSAのトップ10カ国の平均収量が SSAの平均よりはるかに高く,

インドと遜色のないことである。これは, SSAの先進地域では, 緑の革命がすでに起こっ

ていることを物語るものであろう。事実, SSAの灌漑地域では収量が 5 トンを越えること

は珍しくなく (Otsuka and Larson 2016), それはインドの平均収量よりも, またアジアの平

均収量である 4トン強をも上回るものである。

水稲の収量は, 灌漑の有無によって大きく左右される (David and Otsuka 1994 ; Otsuka and

Hayami 1994)。Njeru et al. (2016) は, 横軸にヘクタール当たりの肥料投入量を取り, 縦軸

にヘクタール当たりの収量を取って, アジアと SSAの灌漑地帯で実施された各種の事例研

究のデータをプロットすると, 両地域は同一の ｢生産関数｣ 上にあるように見えることを発

見した。そうであるとすれば, SSAの灌漑地域における収量が低いのは技術水準が低いか

らではなく, 肥料の実質価格が高いために, 肥料投入が少ないからであるということになる。

Balasubramanian et al. (2007) によれば, SSAの稲の栽培面積に中で灌漑があるのは15％に

とどまる。他方, 上位10カ国では灌漑面積比率はおよそ50％である。つまり, 灌漑があれば

アジアからの稲作技術の移転可能性は高まり, 限定された地域とは言え, 緑の革命が実現さ

れていると考えることができよう。
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最後に, きわめて重大なことは, 2005年頃を境に SSAの稲作の収量が急増したことであ

る。2008年の米価の高騰があったとはいえ, この収量の増加は緑の革命の予兆を感じさせる

ものがある。実際問題, 適応的研究によって SSAでも多くのアジア型高収量品種が開発さ

れてきた (Yamano et al. 2016)。

コメとの比較のために, 図10では, トウモロコシの収量について SSAとインドの比較を

行った。第 1 に指摘できることは, コメと同じかそれ以上に, 1960年代の収量はインドと

SSAで相違がなかった。これは両地域で, 気候風土があまり違わなかったことを示唆する

ものであろう。第 2に, インドでは1980年代中ごろからトウモロコシの緑の革命が始まり,

SSAとの間にヘクタール当たり 1トン程度の収量格差が生まれたことが指摘できる。Smale

et al. (2013) が指摘するように, トウモロコシの改良品種は地域特性が強く, アジアの品種

の SSAへの直接的移転可能性は低い。その想定と符合するように, SSAのトップ10諸国の

トウモロコシの収量は, SSAの平均と比較してもあまり高くなく, インドのそれよりはは

るかに低い。
15）
つまり, SSAではトウモロコシの先進地域でも, 緑の革命は本格的には起こっ

ていないのである。とは言え, コメと同じく, トウモロコシの収量は2005年以降は上昇傾向

にある。Otsuka and Muraoka (2017) の文献サーベイによれば, 地域的には限定されるかも

しれないものの, ハイブリッドと言われる改良品種の採用面積は増加傾向にあり, 化学肥料

や有機肥料 (例えば堆肥) の投入量が増え, 空中窒素の固定能力のある豆類との混作が盛ん
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図10 トウモロコシの収量の SSAの平均, トップ10カ国, 下位10カ国,
インドとの比較

出所：FAOSTAT (2015)
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になりつつある。さらに, 少なくとも東アフリカでは, 人口圧力の高まりとともに, 市場が

機能し始め, 土壌の肥沃度が回復するような技術の採用 (例えば, 空中窒素固定が出来る樹

木の利用) が増加しつつある (Yamano et al. 2011)。したがって, トウモロコシでも緑の革

命の兆しがないわけではない。

最大の問題は, 果たして本格的な緑の革命が SSAで起こりうるかであり, そのためには

何をしなければならないかである。Otsuka and Larson (2013, 2016) は, SSAにおいて水稲

が最も有望な作物であると主張している。なぜならば, すでに指摘したように, アジアから

の技術の移転可能性が高いからである。この主張は, 集約的な稲作の栽培技術が日本から台

湾に移転され, それがさらに熱帯アジアへと移転されたという, 歴史的事実と一致する。ま

た, 人口圧力に伴う農家の経営規模の縮小は, 大きな制約条件ではないであろう。と言うの

は, SSAでも農家規模と収量の間には負の関係があり, 家族労働に依存する小規模農家の

ほうが, 農業労働者を雇用する大規模農家より, 生産効率が高い傾向があるからである

(Larson et al. 2014, 2016)。熱帯アジアでもそうであったように, 小規模農業と緑の革命は

両立するであろう。

SSAで緑の革命を実現するうえでの最大の問題は, 緑の革命が ｢栽培技術集約的｣ であ

ることが広く認識されていないことである。アジアの緑の革命初期に, Johnston and Cownie

(1969) は, 緑の革命を ｢種子と肥料投入の革命｣ (seed-fertilizer revolution) と呼んだ。つ

まりこれは, 肥料感応的な近代品種を採用し, それに加えて肥料を増投すれば緑の革命が実

現すると主張するものである。世界銀行などは, 今でもこうした考え方を取っている。しか

しながら, 筆者はこの考え方には大いに疑問がある。緑の革命の実現には, 近代品種の採用

と肥料の投入ばかりでなく, 種子の選別, 畔の設置, 均平化, 正条植え, 除草など, 基本的

な栽培技術が合わせて採用されなければならない。このことは, SSAの多くの国で実証さ

れている (deGraft-Johnson et al. 2014 ; Kijima et al. 2012 ; Nakano et al. 2018b ; Otsuka and

Larson 2016 ; Takahashi et al. 2018)。つまり, 栽培技術に関するトレーニングが実施され,

そこから学んだ農民はそうでない農民より, 積極的に新しい栽培技術を採用し, 多くの場合

50％かそれ以上の収量の増加を実現しているのである。しかしながら, SSAの大半の農家

は基本的な栽培技術を採用していない。これでは, いくら近代品種を普させ化学肥料の投入

を促しても, 大きな収量増加にはつながらない。

それではアジアでは, こうした栽培技術はどのようにして採用されたのであろうか。1966

年から IRRIでアシスタンとして40年近く勤務した Violy Cordva, IRRI に1970年代前半に勤

務された金田忠吉神戸大学名誉教授, 稲作の歴史に詳しい田中耕司京都大学教授に伺ったと

ころ, 正条植えを除いて, アジアの農民は緑の革命前に曲りなりにも基本的な栽培技術を採

用していたという。推測だが, 厳しい人口圧力のもとで, アジアの稲作農民は自分たちでで
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きることはすでに行っていたのかもしれない。それに対して SSAでは, つい最近まで土地

が豊富にあり, 集約的な栽培技術の重要性が低かったのではないかと思われる。この考え方

が妥当であると思ったのは, マダガスカルの稲作を視察した時であった。この国では大昔に

マレー系の民族が移住し, アジアの人々と同じようにコメを主食にしている。近代品種の採

用は遅れ, 化学肥料を用いることもないので, 収量は当然低い。しかし人口圧力のために,

水田は希少である。興味深いことに, 他の多くの SSAの国々と異なり, マダガスカルでは

畔の設置や水田の均平化等の基本的な栽培技術が採用されているのである。これは, 1960年

代のアジアに類似しているのではないかと想像される。

Murgai et al. (2001) や Ali and Byerlee (2002) によれば, 緑の革命が大成功を収めたイ

ンドとパキスタンのパンジャブ地方では, 近代品種が普及した1960年代中期から1970年代中

期よりも, 近代品種の採用率が高止まりした1970年代中期から1980年代中期のほうが, 総要

素生産性の伸びが高かったという。
16）
彼らは, その原因の一旦を栽培技術の向上に求めている。

緑の革命の根幹は ｢集約的な栽培技術体系｣ であるという認識が薄いことが, 効果的な普

及システムを構築することの妨げになっている。これについては, コメばかりでなく, トウ

モロコシについてもあてはまる (Otsuka and Muraoka 2017)。特にコメについては, 稲作の

技術指導ができる専門的な農業技術普及員を養成し, 普及システムを強化すれば, アフリカ

で緑の革命は起こり得るであろう。稲作生産の望ましい栽培技術体系は既にわかっているこ

とから, 普及事業の活発化が何よりも望まれる。

５ む す び

Malthus が予言したように, 人口は爆発的に増加しうるが, 技術の変化がないもとでは,

食糧生産はゆるやかにしか増加しない。特に, 耕地の拡大の余地が限られた場合には, 食糧

生産の増加率は人口増加率を下回るようになる。Boserup (1965) は, そのような状況にお

いては農民の自発的努力によって収量が増大し, 食糧不足は回避されると主張した。しかし

ながら, それはあまりにも楽観的な議論である。日本の戦前期や熱帯アジアの経験は, 収量

増大のためには, 収量増大的な技術の開発と普及が不可欠であることを示している。その点

では, Hayami and Ruttan (1985) の誘発的技術・制度革新論のほうが, 的を射ている。新

品種の開発等の技術革新があってはじめて, Malthus 的食糧不足は回避されるのである。

おそらく世界的にもまれな人口圧力の下で, 日本は戦前から収量増大的な栽培技術を開発

し, その潜在力が枯渇すると台湾と朝鮮に技術を移転することで, Malthus 的食糧不足を回

避した。その経験が生かされ, 日本的な集約的稲作栽培技術が熱帯にアジアに移転され, 緑

の革命が実現した。それは, 人口圧力のもとで食糧不足が危惧されたアジアの状況に適合す

るものであった。その意味では, Hayami and Ruttan (1985) の誘発理論が妥当する。
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しかしながら, 現在の SSA で緑の革命が実現していないことは, Hayami and Ruttan

(1985) の理論では説明しきれないように思われる。たしかに, SSAでも緑の革命の萌芽は

あるが, それが本格的な緑の革命につながる保証はない。SSAにおいて, 緑の革命が ｢集

約的な栽培技術体系｣ であるという事実の認識が不足している現状では, ｢誘発的な変化｣

を待つことは得策ではなかろう。

農業技術の有効性は, 気候風土に左右されるために, 国際間の移転は困難であるという議

論がある。しかし, 歴史的事実を踏まえるならば, それは常に妥当であるわけではない。稲

作技術の国際間の技術移転の成功の歴史を踏まえるならば, SSAで緑の革命が起こりえな

いということはない。しかも稲作については, 局所的ではあるがアジア的栽培技術の採用に

よる多くの成功事例がある。その成功の原因を冷静に分析し, それを点から面へと拡大すれ

ば, SSAでも緑の革命が実現すると思えてならない。

注

1) 国際的に不世出の大農業経済学者であられた故速水佑次郎先生は, アジアの緑の革命は基本的

には日本から熱帯アジアへの稲作技術の移転であると考えておられた。先生の薫陶を受けた筆者

(大塚) は, 熱帯アジアからアフリカへの稲作技術の移転を促進しようと努力を続けている。こ

の二人の考え方を融合したのが, 本論である。なお, 速水先生のお名前をお借りすることについ

ては, 速水孝子夫人より許可をいただいた。

2) ただし SSAでは, 4 割近い地域で収量の低い陸稲が栽培されている。他方アジアでは, 陸稲

はほとんど栽培されていない。

3) 図 2 ではコメのヘクタールあたりの収量は, 玄米で測られているが, 現在の途上国では籾米に

よって収量が測られている。籾コメは玄米より20％程度重いと言われており, その換算率を適用

すると明治初期の日本の収量は2.4トンとなり, 2.2トン程度である現在の SSAの収量よりやや高

い程度であった。

4) 以前は熱帯アジアで開発された改良品種は, ｢高収量品種｣ と呼ばれていたが, 旱魃地帯や深

水地帯では高収量ではないので, ｢近代品種｣ という用語が用いられるようになっている。

5) 温帯に適した日本稲を含む短粒種は, ジャポニカと呼ばれる。他方, 熱帯向けのインディカは

長粒種である。なお蓬莱米には, 日本の品種同士の交配から開発された品種も含まれる。

6) 初期の近代品種は病虫害抵抗性が弱かったために, 農薬の使用を増加させる等の問題があった。

しかしその後, 病虫害抵抗性は大幅に強化された。また最近では, 旱魃抵抗性, 冠水抵抗性など

の品種も開発され, 近代品種の普及率は増大傾向にある。

7) アジアのコメ生産は世界の90％以上を占めており, 世界全体の生産量の変化はアジアのそれに

大きく依存する。

8) 1974年と2008年に穀物価格は大きく上昇したが, これは若干の生産減少が引き金となって, 異

常な投機が行われたためである。

9) 最貧困層に属する農業労働者は, 労働者として所得の損失を被る一方, 消費者として利益を得
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たと考えられる。

10) 穀物は, トウモロコシ, コメ, キビ, モロコシ, 小麦の総計である。なお SSAでは, イモ類,

キャッサバ, 食用バナナの消費も多いことにも留意しなければならない。

11) 比較対象に, インドではなく熱帯アジアを用いても, 結論が変わるわけではない。

12) キビやモロコシは, アジアでも緑の革命による収量の増加が達成できていない。

13) この主張に統計的な裏付けがあるわけではなく, 著者の SSAでの観察に基づく推測である。

14) コメには, 水稲と陸稲が含まれる。陸稲は40％程度の面積を占めているが, NERICAと呼ばれ

る新品種が適合しているウガンダ等の少数の国を除けば (Kijima et al. 2011), 収量は極めて低

い。なお, 結論に大きな相違があるわけではないが, 中進国である南アフリカは図 9と図10から

除外してある。

15) 下位10カ国の収量は極端に低いが, 収穫面積が少ないために, 平均値にはほとんど影響してい

ない。

16) パンジャブ地方での典型的な作付け体系は, 水稲と小麦の組み合わせであり, 総要素生産性も

両作物の生産性を計測したものである。
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